
堺市上下水道局調達契約事務審査委員会要綱 

 

（設置） 

第１条 上下水道局における調達契約（委託契約（建設工事に関連するものを除く。以下同じ。）、物

品調達（印刷製本及び修理加工を含む。以下同じ。）等をいう。以下同じ。）の競争性、透明性及び

公平性の確保を図るため、堺市上下水道局調達契約事務審査委員会（以下「委員会」という。）を置

く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 予定価格（堺市上下水道局契約規程（昭和５０年水道局管理規程第７号）第３条の規定により

準用する堺市契約規則（昭和５０年規則第２７号）第１９条第１項ただし書の規定により、単価

についてその予定価格を定める場合にあっては、契約期間中の予定総額をいう。以下同じ。）（長

期継続契約（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３に規定する契約をいう。）の

場合は、初年度の年額。ただし、当該長期継続契約に係る契約期間のうち初年度に係る期間が１

２月に満たない場合において、当該契約期間が１２月以上のときにあっては初年度の年額を１２

月当たりの額に換算した額とし、当該契約期間が１２月未満のときにあっては当該契約期間の全

期間に係る額とする。）が１件１，０００，０００円を超える業務委託を指名競争入札に付すると

きの指名業者の選定及び随意契約の方法により契約を締結する際の見積人の選定に関すること。 

(2) 予定価格が１件１，６００，０００円を超える物品調達を指名競争入札に付するときの指名業

者の選定及び随意契約の方法により契約を締結する際の見積人の選定に関すること。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、調達契約の解決等に係る検討に関すること。 

（審査対象外） 

第３条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する契約にあっては、同条第１号及び

第２号に規定する事項について、審査の対象としない。この場合において、第５号に該当する契約

を締結したときは、所管課長は、その旨を速やかに委員会に報告するものとする。 

(1) 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第２１条の１４第１項第２号（堺市上下

水道局委託業務に係るプロポーザル方式の実施等に関する要綱（平成２９年制定）第３条第１号

に規定する公募型プロポーザル方式によるものに限る。）、第３号、第８号（再度の入札に付し落

札者がないときに限る。）又は第９号（落札者を決定した入札において落札者とされなかった入札

者を契約の相手方とするときに限る。）の規定により締結する随意契約 

(2) 訴訟等に係る委任契約 

(3) 法令又は本市の条例、規程、要綱等に基づく事業に係る契約で、契約の相手方が限定されるも

の 

(4) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）

等に基づき実施する事業で、別に設置する庁内委員会等における選定により実施するものに係る

契約 

(5) 災害防止等のため緊急を要する業務委託又は物品調達に係る契約で、上下水道事業管理者が特

に審査を要しないと認めるもの 

(6) 前各号に掲げるもののほか、委員会の決定により特に審査を要しないと認めた契約 

（組織） 

第４条 委員会は、委員長、副委員長及び委員（以下「委員等」という。）で組織する。 



２ 委員長は上下水道局次長の職にある者を、副委員長はサービス推進部長の職にある者を、委員は

別表に掲げる職にある者をもって充てる。 

（職務） 

第５条 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときはあらかじめ

委員長が指名する副委員長がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員等の総数の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席している委員等の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

（会議の特例） 

第７条 委員長は、委員会を招集する暇のない場合、議案が軽易である場合その他やむを得ない事由

のある場合は、委員会に付議すべき事案を記載した書面を委員等に回付し、その賛否を問うことに

より、委員会の会議に代えることができる。 

２ 前項の場合においては、前条第３項の規定を準用する。 

（関係者の出席） 

第８条 委員長は、必要があると認めるときは、委員会の議事に関係のある者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（付議手続） 

第９条 所管課長は、委員会に付議すべき事案（以下「付議事案」という。）が生じたときは、所定の

様式により必要な資料を添えて、理財・会計担当課長に提出しなければならない。 

２ 理財・会計担当課長は、前項の規定により提出された全ての付議事案について取りまとめを行い、

関係部課との調整を行った上で、当該付議事案を委員会に付議するものとする。 

（審査結果の通知） 

第１０条 委員長は、前条の規定により提出された事案について審査したときは、その結果等を必要

に応じて理財・会計担当課長及び所管課長に通知するものとする。 

（庶務） 

第１１条 委員会の庶務は、事業サポート課において行う。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 



 この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年７月２６日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和５年９月１５日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に改正前の堺市上下水道局入札参加資格等審査委員会要綱第３条第６号

の規定により特に審査を要しないと認められた契約については、改正後の堺市上下水道局調達契約

事務審査委員会要綱第３条第６号の規定により特に審査を要しないと認められた契約とみなす。 

 

別表（第４条関係） 

経営企画室長 

サービス推進部部理事（工事検査・技術力強化担当） 

 水道部長 

 下水道管路部長 

 下水道施設部長 

事業マネジメント担当課長 

 技術力強化担当課長 

理財・会計担当課長 

  


